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外務省外務省外務省外務省報償報償報償報償費費費費訴訟訴訟訴訟訴訟のののの結果結果結果結果についてについてについてについて    

－－－－確定判決確定判決確定判決確定判決のののの内容内容内容内容とととと訴訟訴訟訴訟訴訟のののの成果成果成果成果－－－－    

    

情報公開市民センター 

代表  高 橋 利 明 

 

１１１１    情報公開市民情報公開市民情報公開市民情報公開市民センターのセンターのセンターのセンターの報償費訴訟結果報償費訴訟結果報償費訴訟結果報償費訴訟結果    

１１１１））））    最高裁最高裁最高裁最高裁はははは棄却棄却棄却棄却をををを決定決定決定決定    

情報公開市民センターが外務大臣を被告として提訴していた外務省の報償費

（機密費）公開請求訴訟に関して、２月１７日、最高裁は、当市民センターと

外務大臣双方の申立を棄却する決定をした。 

２２２２））））    一審一審一審一審はほぼはほぼはほぼはほぼ全面開示全面開示全面開示全面開示をををを命令命令命令命令    

この訴訟は、情報公開法が制定された０１年６月に提訴し、０６年２月２８

日、一審の東京地裁は、当市民センターが開示を求めていた外務省本省とアメ

リカなど４つの在外公館で、００年２月と３月に支出された１０００余件の報

償費支出決裁文書のほぼ全面開示を命じた。 

３３３３））））    高裁高裁高裁高裁はははは不開示不開示不開示不開示をををを拡大拡大拡大拡大    

これが二審の東京高裁（０８年１月３１日判決）では、外務省が「情報収集

の対価」として支払ったとする支出分については全面不開示。情報収集・外交

交渉のための会合・会食の経費として支出したとする支出分（「直接接触」の経

費）については、支出決裁文書のうちの支払日と支出額だけの開示を命じ、国

会議員はじめ邦人との会合・会食の経費として支出したとする支出分（「間接接

触」の経費）については、支出決裁文書のうちの会合・会食の目的、在外公館

側・客側の出席者、開催日、支払日、金額等の開示を命じ、不開示は会合・会

食場所と領収書だけとした（「間接接触」は本件訴訟では５８件）。 

４４４４））））    高裁高裁高裁高裁のののの判決判決判決判決がががが確定確定確定確定    

この東京高裁判決に対しては、当市民センターが上告ならびに上告受理申立

を、外務大臣が上告の申立を行ったが、前述のとおり、双方の申立が棄却とな

ったので、東京高裁判決が確定した。 

    



２２２２    機密費機密費機密費機密費のののの使途解明使途解明使途解明使途解明ができるができるができるができる範囲範囲範囲範囲とととと今後今後今後今後のののの透明性透明性透明性透明性    

１１１１））））    高裁高裁高裁高裁がががが開示開示開示開示をををを命命命命じたじたじたじた情報情報情報情報    

高裁判決は、外務省側が「外交活動に使った」と主張した支出分については、

その言い分のとおりに認め、そうした支出分については「情報収集の対価」を

除いて、会合・会食の支出日と支出金額だけの開示を命じ、外交活動の経費と

しては認められない国会議員や各省庁の役人との会食・接待費などについては

会合の場所の情報以外の情報の開示を命じたということになる。「情報収集の対

価」（本件訴訟では６４件）を別にすると、外交交渉や情報収集活動であっても、

金銭の支出日や支出金額は国民に公開すべしとの判断があったことになる。 

２２２２））））    「「「「間接接触間接接触間接接触間接接触」」」」のののの情報情報情報情報はほとんどがはほとんどがはほとんどがはほとんどが明明明明らかになるらかになるらかになるらかになる    

これまで、報償費の支出については、「五類型」と呼ばれた、外交活動や情報

収集活動とはほとんど関係のない機密性のない経費の支出だけしか公開されて

おらず、開かずの扉であったが、外務省がいう「直接接触」や、議員接待など

の「間接接触」の支出が実際どのようなものであったかは、来たるべき支出決

裁文書の開示で明らかになる。特に、鴛鴦で活躍している齊木尚子会計課長（当

時）が、「在外公館員は、在外公館を訪問してくる国会議員を道具として使って

外交活動を行っている」と証言した国会議員との会食費については、支出情報

のほとんどが明らかになる。もとより、高裁判決も、齊木証言を信用しなかっ

たのでこれらの情報は開示されることになったもので、会食の実態が解明でき

ることになる。 

３３３３））））    今後今後今後今後のののの報償費報償費報償費報償費のののの透明性透明性透明性透明性    

今後の報償費の支出については、上述のように、ほとんどの支出について、

支出日と支出金額が開示されることになるので、この限度では国民の監視を受

けることになるわけで、野放図とされてきた機密費についても、一定の歯止め

がかかることが期待される。 

市民センターは外務省に対して、確定判決に従った報償費文書の開示を早期

に行うよう、申し入れを行っている。    


